
第１回市民会議での意見に対する市の考え方 

 

 ■ 市民会議での意見及び市の考え方 

 意見 市の考え方 

１ 

大学卒業時に、若者が夢を持って

県外に出ていくというトレンドは止

められないと思うが、一方で、東京

や大阪が自分には合わないと気付く

人も居るので、そういう人達に、改

めて選択をしてもらえるような徳島

にしなければならないと思う。 

 徳島県内の大学卒業者のうち県内企業から内定をも

らった人の割合は 41.5％（令和５年度）で５年連続低

下しており、就職時の県外流出が課題となっています。

毎年実施している市民満足度調査において、本市に住

み続けたいと回答された方の最も多い理由は、「家族や

友人の存在、近所づきあいといった人のつながりがあ

る」で 33.1％となっており、県内へ残ってもらうため

には市民参加型のイベント等の取組を通して人とのつ

ながりを持つことにより本市への愛着を高めることが

重要と考えています。 

また、本市における令和５年度の移住者数 1,129 名

のうちＵターン者は 399 名（35.3％）となっており、

ご意見のあった東京や大阪等が自分には合わないと気

付いた人が徳島市に帰って来たいと思えるよう、ボラ

ンティアグループ、地域団体、学校、企業などと連携

しながら、魅力あるまちづくりに向けて取り組んでい

きたいと考えています。 

２ 

県外に進学した学生に徳島に帰っ

てくるかと聞くと、徳島は住みやす

いから帰りたいけど、就きたい仕事

がないと言うので、やはり仕事は大

事だと思う。 

まち・ひと・しごと創生法において、「人口の減少に

歯止めをかけ、将来にわたって活力ある日本社会を維

持していくために、まち・ひと・しごと創生が重要」

となっていることからも、人口減少下において、「しご

と」が大事であるとの認識のもと、これまで、徳島市

総合戦略に基づき、しごとの創生に取り組んできまし

た。 

 次期徳島市総合計画においても、人口減少の克服に

向けて、徳島市に住み続けたいと思ってもらえるよう、

引き続き、「しごと」の創生に取り組んでいく必要があ

ると考えています。 

３ 

都市部は、多様な働き方を受け止

められる企業が充実していると思う

が、徳島では限界がある。働き方の

多様性というものも、地方と都市部

を比較するポイントになってくると

いう気がするので、その実現に向け

たモデルケースや支援していくよう

な仕組みがあると、若い方にとっ

て、一つの選択肢になると思う。 
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４ 

若者の県外流出について、雇用と

いう面では、他地域の企業の方が、

PR や採用の戦略が強く、積極的であ

ると感じる。県外の方に、徳島は自

信のない人が多いとよく言われる

が、成功体験がないからではないか

と思うので、全国で話題になるよう

な企業が生まれたなど、色々な成功

事例があれば、地域全体で応援して

あげるための仕組みをつくり、PRす

るということを続けていくと、皆の

自信にもつながり、成功体験を野心

的につくり続ける連鎖反応が起こる

のではないか。 

地域産業の主役は企業等であり、自治体は企業等の

発展に向けて、活動しやすいよう支援していくことが

重要であると考えています。 

本市は、これまでも、市内企業の大多数を占める中

小企業等を支援するため、様々な支援事業に取り組ん

できましたが、今後も、地域経済の好循環の拡大を目

指して、企業等を効果的に支援できるよう努めていき

たいと考えています。 

５ 

高齢化社会では、労働力や消費力

が低下するとともに、経済が滞り、

地域の担い手も厳しい状況になって

くる。今までの中小企業は、良いも

のをより安く提供することが美徳で

あったが、これからは、良いものは

それなりの価格で販売し、付加価値

を上げていくような中小企業をつく

っていかなければ、人件費に回る利

益もなかなか出てこないと考えられ

る。 

６ 

コンパクトシティを語る際、富山

市を例によく言われるが、団子とよ

ばれるところ、徳島市の提案でいう

ところの都市機能を集積する区域で

あるが、その団子に串と言われる移

動手段をどのように刺すかが問題で

ある。徳島市の場合、移動手段が非

常に難しいというところがあるが、

この串と団子というものをもう少し

明確に考えていかなければならない

と思う。 

本市では、人口減少や高齢化が進行する中、将来に

わたり、誰もが安心して快適に生活できるまちづくり

を進めるため、「徳島市立地適正化計画」を策定してい

ます。計画では、都市機能が集積した中心拠点と身近

な地域拠点が、鉄道や路線バスなどの利便性の高い公

共交通により効率的に結ばれた、集約型都市構造を目

指しています。今後のまちづくり・地域づくりや交通

等の分野に関する各種の計画と連携し、集約型都市構

造の構築に向けたまちづくりを進めてまいります。 
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７ 

ニッチであっても、日本一であれ

ば、日本一をつくれば、或いは、日

本一を引っ張ってくれば、その分野

に関しては、その地域が日本の中心

になる。それは、産業であってもス

ポーツであっても、何でもよいと思

うが、徳島に何か日本一があれば、

徳島が日本の中心に十分なっていけ

ると思うので、そのような考え方も

あるのではないか。 

徳島には世界に誇れる「阿波おどり」が存在します

が、阿波おどりを生かしたまちづくりに取り組むこと

はもちろん、新たな日本一（もしくは他にない個性あ

る取組）を掲げて、観光客の増や地域の活性化につな

げていくことは、重要であると考えていますので、委

員のご意見を参考に、徳島の魅力発見、創出に向けて、

一層、取り組んでいきたいと考えています。 

８ 

「待機児童ゼロを達成した」とい

った評価もあるが、待機児童がゼロ

になったかといって親の負担が減っ

たかというと、逆に働きに出ること

で、時間的な負担が増えていたりす

る。収入はプラスになっても、保育

料が発生するため、その辺のバラン

スで悩まれている親御さんも多くい

らっしゃると思うので、そういった

意味でも、未就学期の親御さんに対

する支援や子どもに対する支援とい

うものは、まだまだ広げていく必要

があると思う。 

 待機児童が解消したことからも、保育所等へ入所し

やすい環境は整いつつあるものと考えていますが、一

方で、保育料等の就学前施設の利用料が家計を圧迫し

ている現状があることも認識しています。 

 この状況に対応するため、本市では、多子世帯への

負担軽減として、第 2 子の保育料負担軽減の対象者を

令和 5年 10 月より拡大したところですが、今後におい

ても、就学前施設を利用する児童の保護者への支援充

実に努めてまいります。 

９ 

子どもが小学校に上がると給食費

や学童保育などで意外と費用がかか

る。学童保育も通えない子どもが居

たり、学年によっては学童保育の対

象でなかったり、児童館がない地域

もあるなど、地域差がかなりある中

で、子ども達をどのように育んでい

けばよいか親御さん達は悩まれてい

る。未就学期への支援というのはも

ちろんのこと、就学した後の世帯に

対する支援について、児童手当もあ

るが、それで本当に子ども達が充実

した生活を送れているかというと、

足りないのではないかと思う。 

本市においては、特に小学校低学年時の学童保育ニ

ーズが高い実態を踏まえ、施設の整備等を進めるとと

もに、未整備校区においては児童館等との連携を図り

ながら、放課後における児童の居場所づくりに取り組

んでいます。また、経済的支援として、令和６年 10 月

から拡充される児童手当など国の補助事業に加え、18

歳までの子ども医療費助成、学童保育利用料の軽減な

ど、地方単独事業にも取り組んでいます。引き続き、

各家庭のニーズ把握に努め、国・県の助成制度を活用

しつつ、妊娠・出産から学童期まで切れ目ない支援に

取り組んでまいります。 
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10 

総合計画では、どうしても学校

教育ベースの話が多くなるが、最

近、学校教育が合わない不登校の

子どもを持つ親御さんも増えてき

ているので、学校ベースはもちろ

んのこと、学校に通っていない子

どもに対しての社会的な支援も必

要ではないか。 

 最近の不登校児童生徒数の増加を受けて、不登校の児

童生徒等への支援の充実が一層求められています。 

 本市においても、これまで、不登校や学校に行き渋りの

ある児童生徒の学校復帰や社会的自立に向けた支援など

を行う適応指導推進施設すだち学級の運営及び学生メン

タルサポーター（SMS）派遣事業 や、学校内に、教室から

離れて落ち着いて学習できる空間をつくる校内教育支援

センターの設置、児童生徒の心理的支援を行うスクール

カウンセラーや、問題解決を支援するスクールソーシャ

ルワーカーの配置などに取り組んできたところであり、

こうした取組は、今後さらに充実させていく必要がある

と認識しています。 

また、本年４月には、フリースクール等の民間施設に通

所し、相談・指導を受けている児童生徒に係る出席扱い等

の考え方等を整理したガイドラインを新たに策定し、す

べての市立学校に共有したところです。 

さらに、他の自治体では、フリースクール等の民間団体

の運営安定化や利用者の経済的負担の軽減を目的とし

て、運営費補助や利用者支援の制度が設けられている事

例もあることから、現在、県に対して、市長会を通じてこ

うした財政的支援制度の創設を要望しているところで

す。 

11 

就学児への支援というところ

で、全国的に、また徳島県として

も、学校・家庭・地域の連携で、コ

ミュニティ・スクールの推進を進

めているところだが、残念ながら、

徳島市は進捗が遅い。ほかの郡部

の方では進みが早いところもある

ので、教育委員会も含めてもっと

推進していかなければならない。 

子どもたちを取り巻く環境や学校が抱える課題は複雑

化・多様化しており、そうした課題の解決や、未来を担う

子どもたちの豊かな成長のためには、社会総掛かりでの

教育の実現が不可欠です。 

社会総掛かりでの教育を実現する上で、これからの公

立学校は、地域でどのような子どもたちを育てるのか、何

を実現していくのかという目標やビジョンを地域住民等

と共有し、地域と一体となって子どもたちを育む「地域と

ともにある学校」への転換が重要とされています。 

コミュニティ・スクールは、学校と地域住民等が力を合

わせて学校の運営に取り組む「地域とともにある学校づ

くり」に有効な手段とされ、現在、本市のすべての幼稚

園・学校において、コミュニティ・スクールの導入が完了

しています。 

また、本市 では、学校と地域との古くからの繋がりが

現在も維持されており、それぞれの学校ごとに、通学支援

などのボランティア活動や地域との合同運動会などのイ

ベント、田植え体験などの出前授業など 、多様な活動が

行われています。 

 本来、コミュニティ・スクールの活動は、運営主体ごと

の課題認識に基づく、地域資源などの実情を踏まえた解

決策の検討等により個別に生み出されるべきものである

ため、こうした自発的な活動を推進するという観点から、

市教委としては、教職員を対象とした研修会の開催等に

より、コミュニティ ・スクールの推進に努めることとし

ています。 
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12 

行政の財政状況は厳しいと思うの

で、それに代わるアイデア、ノウハウ

などの提供や行政と民間の連携した

新しい考え方というものを行政が住

民に対して示し、その中でまちづく

りを進めていくとよいのではない

か。 

 社会経済情勢の変化や住民の暮らし方の変化による

ニーズの多様化に対応するためには、自治体が持つノ

ウハウだけでは限界があり、民間事業者の知識や技術、

資源を活用することが必須であると考えています。こ

のため、本市では、民間事業者と課題を共有し、とも

に未来を創るためのプラットフォーム「Co×Lab 

Tokushima」を運用し、民間事業者と協力をしながら、

課題解決に向けた取組を行っています。今後もこのプ

ラットフォームを活用しながら、公民連携による持続

可能なまちづくりを進めていきたいと考えています。 

13 

駅前のまちづくりについて、多く

の店舗が閉店しているポッポ街の問

題を横に置いたまま、県立ホールの

議論進めるというのは如何なものか

と思う。立派なホールが完成したと

きに、多くの店舗が閉店している商

店があるようでは、徳島は盛り上が

らないと思う。 

 徳島に行けば、新しい起業のチャ

ンスがあるというような、楽しい仕

組みを、行政、民間、地域住民ととも

につくっていくことが重要である。 

中心市街地の活力低下による人流の減少などが課題

となる中、現状では、ご意見のとおり多くの店舗が閉

店している状態であり、本市では、商店街等の活性化

に向けた支援を行っているところです。 

また、起業という面では、本市では、「徳島市創業支

援等事業計画」を策定し、これまでも、商工団体等と

連携して、創業を希望される方への支援を行ってきて

おり、毎年、創業者が生まれています。 

ご意見にあるように、創業に向けた取組は官民連携

して、取り組んでいくことが重要と考えており、今後

も効果的に取り組んでいけるよう努めていきたいと考

えています。 

14 

長崎県では、農業分野で外国人労

働者の受入れが進んでおり、福岡県

では、全国に先駆けて外国人の起業

を促進し、それにより雇用を生み出

そうという取組が進められている。

そのような、「新しいことを徳島がや

っている」というようなことを全国

に発信していくことが大事である。 

農業分野における外国人労働者の受入れは、長期的

及び即戦力としての人材不足の改善に期待ができま

す。 

こうしたことから、本市においても、県や関係機関

とも連携しながら、情報発信に努めていきたいと考え

ています。 

15 

小学校、中学校までの学校教育が

ポイントになるのではないかと思

う。将来を見据えて、徳島市を担って

いく人材になりうる若い人達の教育

について、社会科などで、産業や阿波

おどり、歴史などの郷土愛に繫がる

ような取組みを続けていくと、自信

を持って新しい仕事づくりに取り組

んだり、県外に一旦出ても帰ってき

やすいのではないか。 

学校では、現在、学習指導要領に基づき、小・中学

校の社会科の中で、阿波おどりや地域の特産物などの

郷土の文化や産業、身近な地域の歴史を学習していま

す。 

 さらに、多くの学校では、総合的な学習の時間に郷

土の研究・体験学習を実施しています。こうした郷土

についての学習を通して、受け継がれてきた伝統や文

化への関心を高め、地域社会に対する誇りと愛情、地

域社会の一員としての自覚の醸成を図っています。 
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16 

高松市や松山市は、アーケードを

生かしたまちづくりを行っており、

結構にぎわっている。何が徳島市と

違うのかと、いつも思っているが、徳

島市も地下駐車場があるので、地下

道を整備してアーケードと繋ぐと

か、駅前の駐車場を無料にするなど、

やりようによっては可能性があるの

ではないか。人を呼び込み、車と歩行

者を分けたまちづくりをしていく必

要があると考えている。 

本市では、まちのにぎわいづくりのため、商店街に

人を呼び込めるよう、商店街の活性化に向けた様々な

支援を行ってきました。また、中心市街地においては、

アミコビルや阿波おどり会館など、人を呼び込むため

の核となるランドマーク施設の整備、充実を図るとと

もに、その施設を訪れた人々が、まちに繰り出し、楽

しみながら歩いて回遊できるまちづくりを進めていく

方針を掲げています。 

まちなかの回遊を促すにあたっては、ご意見のとお

り、商店街、アーケードを生かした動線づくりが重要

であると認識しており、引き続きソフト施策なども交

えながら、まちを訪れたくなる場面づくりを進めると

ともに、商店街の活性化に向けて取り組む商店街に対

する支援に引き続き取り組んでいきたいと考えていま

す。 

17 

日本一と言えば阿波おどりであ

る。本会議には、阿波おどり開催時

に、ボランティアによる清掃活動を

している委員も居らっしゃるが、そ

のような仕組みづくりにもどんどん

取り組んでいくとよいと思う。阿波

おどり連は、小さな子どもからお年

寄りまで、共通のコミュニティであ

ると思っているので、今後、この歴史

的な財産を如何に生かしていくかと

いうことが、徳島市がこれから生き

残る道になるのではないかと思う。 

阿波おどり開催前に各演舞場周辺の清掃活動の参加

を呼びかけ、幅広い年代の方々によるきれいなまちづ

くりのための活動が行われました。 

阿波おどりを未来へつないでいくために、小学校で

阿波おどりの連員によるアウトリーチ授業を行った

り、鳴り物教室を開催するなど、あらゆる年代の方々

の関わりにより、阿波おどりが徳島市の文化として継

承されていく取組みを継続的に行っています。 

18 

多様性という部分で、まだまだ生

きにくい方、分かりにくい障害の

方々が、まだ家の中に居るというこ

とを皆に知ってもらいたいと思って

いる。そして、「徳島市は誰もが住み

やすい、日本一よいところだ」と言え

るように変えていければと思ってい

る。 

障害者の社会参加や、総合的な相談機能の充実等を

促進することで、障害の有無によって分け隔てられる

ことなく、地域社会でいきいきと活躍できる環境の構

築を目指します。 
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19 

災害発生時においては、正しい情

報というものは、現地に行き、地元の

人の話をしっかりと聞かなければ、

分からないものだと感じた。南海ト

ラフなどが発生した際に、どのよう

に動けばよいか、どこに情報を求め

ていけばよいかといったことについ

て、市民の皆さんと共有していけれ

ばよいと思う。 

南海トラフ地震臨時情報の発表時や災害発生時に市

民のみなさんのとるべき行動、正確な情報の入手方法

等につきましては、市ホームページ、公式 SNS、広報と

くしま等で情報発信を行っております。内容を適宜見

直し、より分かりやすいものとなるように努めてまい

ります。 

20 

「徳島は何もない」という口癖は

止めていかなければならない。他県

の方に徳島の状況を伝えるに当た

り、そのようなことを減らしていく

ことが大事であると思う。 

 令和５年度においては、甲南大学と徳島市立高等学

校が協力し、自治体の課題に対して持続可能な解決策

を考える「関西湾岸ＳＤＧｓチャレンジ」という取組

の中で、「何もない」というテーマについて発表が行わ

れました。この発表では、「住民が地元の観光の取組か

ら取り残されていることが原因のひとつではないか」

という仮説を立て、「住民が主体的に観光コンテンツづ

くりに関わることで、地域への理解や愛着につなげる」

などとまとめられていました。 

本市といたしましても、市民の方々に、主体性を持っ

てまちづくりに関わっていただくことが、シビックプ

ライドの醸成につながるものと考えていますので、今

後も様々な分野での市民参加を推進するとともに、阿

波おどりをはじめとする文化や自然、食などの本市の

魅力を国内外に積極的に発信し、市民の皆様にもこれ

らの魅力を再認識していただけるよう取り組んでいく

ことが重要であると考えています。 

21 

８月８日に発生した日向灘の地震

の際に、水や防災グッズがすごく売

れており、普段からの備えができて

いない家庭が多いという話を聞い

た。日本は地震大国であり、地震が起

こるということは考えていても、実

際に自分の地域で起こるという意識

を持っていない方もいらっしゃるの

で、行政からも、もっと情報を発信し

てもらいたいと思う。 

この度の南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）

の発表と、政府による特別な注意の呼びかけにより、

多くの市民が大規模地震発生の可能性を身近なことと

して意識し、ご家庭の地震への備えを再度確認された

ことと考えています。しかし、時間が経つにつれて防

災への意識が薄れることが懸念されるため、災害への

備えについて、今後も繰り返し情報発信と啓発を行っ

てまいります。 
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22 

自分たちの住んでいるまちを好き

になるとか、誇りを持つということ

は大事だと思うが、徳島市民の方に

は、あまりその意識がないのかも知

れない。市民発信のまちづくりが進

んでいくように、行政が目指すまち

づくりの指針などを発信していくと

よいのではないかと思う。 

 地域課題が複雑かつ多様化する中、より住みやすい

まちを実現するためには、行政のみならず、市民をは

じめ、NPO・企業など多様な主体が、地域の担い手とし

て積極的にまちづくりに携わることが重要であると考

えておりますので、今後のまちづくりの指針となる次

期総合計画において、その方針を明確に示していきた

いと考えています。 

23 

誰もが徳島の魅力や強みであると

思うようなところを生かして、投資

する分野を絞り込み、しっかりと魅

力的で稼いでいけるまちをつくって

いく方が市民も納得するのではない

かと思う。 

 市民会議でもご意見がありましたとおり、日本一の

「阿波おどり」を生かしたまちづくりに取り組むこと

はもとより、新町川の水辺空間や眉山など、本市なら

ではの特色を生かして、魅力と活気のあるまちづくり

に取り組んでいきたいと考えています。 
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